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～SDGsを盛岡広域連携都市圏の求心力向上へ！～

▼研究の概要（背景・目標）

SDGsを原動力とした地方創生を推進し、

地域の活性化を図ることで、若年層の流
出を抑制することを目的とした対応が、
盛岡広域連携都市で進められている。そ
こで、地方創生SDGs登録等制度実施自治

体を選定し、現状と課題を抽出すること
とした（図1）。

▼研究の成果（結論・考察）

・地域事業者・団体等が行う地方創生
SDGsの取組を行政により「見える化」さ

せることで、総合計画との親和性を活か
すことができる（表1）。

・地域事業者・団体の知名度の向上やブ
ランディングを行政が支援し、営業や採
用活動、事業者間連携などの活動を活性
化させることが期待されている（表2）。

▼研究の内容（方法・経過）

1.調査対象：先行する地方創生SDGs登録
等制度実施自治体（25自治体）

2.調査内容：地方創生SDGsの取組につい
て及び登録・認証等制度について

3.調査期間：2021（令和３）年12月21日
～2022（令和4）年1月13日

4.回収率： 60%（15件/25件送付）

▼おわりに（まとめ・今後の展開）

1.制度の実施にあたり、併せてSDGsの普及啓発を図ることで、ステークホルダーにおけるSDGsの認知度

を向上させ、理解を深めることができる。さらに、地元金融機関との連携を図り将来的な金融施策につな
げ、企業のSDGsの関心と取組の実効性を高めることが求められている。

2.残された課題として、東北・北海道の事例が先行する関東・東海と比較して少ないため、その要因と導入
条件についてさらに調査研究が必要である。

3.調査実施にあたり、ご協力いだいた全国の行政機関の皆様に記して感謝いたします。


